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顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所における可搬式の制御機器の使用に係る 

運用について 

 

 危険物の規制に関する規則の一部を改正する省令（令和元年総務省令第 67 号）が令和元年 12

月 20 日に公布され、顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所（以下「セルフスタンド」という。）

において、可搬式の制御機器によっても給油許可等を行うことができるよう技術上の基準が整

備されました（令和２年４月１日施行）。 

 このことについて、消防庁主催の「過疎地域等における燃料供給インフラの維持に向けた安

全対策のあり方に関する検討会」（座長：吉井博明東京経済大学名誉教授）において、セルフス

タンドにおけるモデル検証に基づき具体的な運用等が整理されたことを踏まえ、下記のとおり

運用要領をまとめましたので通知します。 

 貴職におかれましては、下記事項に十分留意の上、その運用に配慮されるとともに、各都道

府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県内の市町村（消防の事務を処理する一部

事務組合等を含む。）に対しても、この旨を周知されますようお願いします。 

 なお、本通知は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 37 条の規定に基づく助言として

発出するものであることを申し添えます。 

 また、本通知中においては、法令名について次のとおり略称を用いましたので御承知おき願

います。 

危険物の規制に関する規則（昭和 34 年総理府令第 55号）・・・・・・・・・・・・・・・規則 

 

記 

 

１ 可搬式の制御機器を設けたセルフスタンドにおける位置、構造及び設備に係る技術上の基

準（規則第 28条の２の５第７号関係） 

（１） 可搬式の制御機器を用いて給油許可を行うことができる場所の範囲は、各給油取扱所

殿 



のレイアウト等を考慮の上、従業者が適切に監視等を行うことができる範囲となるよう

設定することが適当であるため、位置に応じて当該機器の給油許可機能を適切に作動さ

せ、又は停止させるためのビーコン等の機器を配置すること。 

 （２） 可搬式の制御機器の給油停止機能及び一斉停止機能は、火災その他災害に際して速や

かに作動させること等が必要であることから、上記（１）の範囲を含め、給油空地、注

油空地及びその周辺の屋外において作動させることができるようにすること。 

 

２ 可搬式の制御機器を設けたセルフスタンドにおける取扱いの技術上の基準（規則第 40条の

３の 10 第３号イ関係） 

可搬式の制御機器を用いて給油許可等を行う場合の顧客の給油作業等の監視は、固定給油

設備や給油空地等の近傍から行うこと。 

 

３ 予防規程等に関する事項 

  下記に関する事項及びそれを踏まえた運営体制について、予防規程又はその関連文書に明

記すること。 

（１） 可搬式の制御機器は、「給油取扱所において携帯型電子機器を使用する場合の留意事項

等について」（平成 30 年８月 20 日付け消防危第 154 号）の１に掲げる規格等に適合する

ものとし、肩掛け紐付きカバーやアームバンド等の落下防止措置を講ずること。 

（２） 火災等の災害発生時においては、一斉停止や緊急通報等の応急対応以外での可搬式の

制御機器の使用は中止し、安全が確保されるまでの間は使用しないこと。 

（３） 火災発生時に初期消火を迅速に実施できるよう、固定給油設備等の近傍や事務所出口

等の適切な場所に消火器を配置すること。 

（４） 火災等の災害発生時における応急対応を含め、可搬式の制御機器による給油許可を行

う上で必要な教育・訓練を実施すること。 

 

４ 可搬式の制御機器を設置する場合の手続に関する事項 

  可搬式の制御機器を用いて給油許可等を行う場合には、使用する制御機器の機能（給油許

可の制御機能及び停止機能等）に係る位置、構造及び設備の技術上の基準への適合性を確認

する必要があることから、消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第 11 条第１項に基づく変更許

可を要するものであること。 

なお、機器の更新等に係る手続については、「製造所等において行われる変更工事に係る取

扱いについて」（平成 14年３月 29日付け消防危第 49号）に基づき、運用されたい。 

 

（問い合わせ先） 

消防庁危険物保安室 

担当：竹本、羽田野、河野 

TEL 03-5253-7524 / FAX 03-5253-7534 


